
令和 7 年度実施施策に係る政策評価の事前分析表 R7 - ㉕ )

目標 ７－１

令和 8年

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

80 80 80 80 - － －

64 87 54 - - － －

14 14 14 13 - － －

12 13 12 - - － －

10 10 10 10 - － －

12 11 16 － － － －

3,000 3,000 3,000 10,000 － － －

4,984 5,940 4,808 － － － －

参加者に調査
を継続いただ
くための取組
及び化学分
析の進捗

参加者に調査
を継続いただ
くための取組
及び化学分
析の進捗

参加者に調査
を継続いただ
くための取組
及び化学分
析の進捗

参加者に調査
を継続いただ
くための取組
及び化学分
析の進捗

－ － －

参加者
追跡率
（93％）

事業成果の
情報発信及
び農薬・忌避
剤等の化学
分析の実施

参加者
追跡率
（93％）

事業成果の
情報発信及
びアクリルア
ミド等の化学
分析の実施

参加者
追跡率
（92％）

事業成果の
情報発信及
び有機フッ素
系化合物等
の化学分析

の実施

－ － － －

次世代育成に係る健やかな環境の実現を図るためには調査を着実に進めることが必要であり、その進捗状況を測定指標としている。また、参
加者のデータの解析を行うことで、健康と環境の関連性を明らかにするためには、解析に係るデータの蓄積と化学物質の分析が必須であるた
め、施策の進捗状況として参加者に調査を継続いただくための取組と化学分析の進捗を確認していくこととしている。

5

子どもの健康
と環境に関す
る全国調査の
進捗状況

－ -

全国10万
組のデー
タ解析を
行い、健
康と環境
の関連性
を明らか
にする。

－

化学物質の内分泌かく乱作用については、文献調査等を踏まえ評価対象物質として選定した物質数を測定指標として設定した。目標値は、選
定に伴う作業量、選定後の評価に要する作業量、これまでの実績等を踏まえて設定した。

4

化学物質の
人へのばく露
量モニタリン
グ調査で得ら
れた生体試料
の化学物質
分析データ数

- - 10,000 R7年度
PFASを含む化学物質の一般的な国民のばく露状況を継続的に把握し、環境リスク評価及び化学物質管理のための基礎情報を得ることが目
標であることから、化学物質の人へのばく露量モニタリング調査で得られた生体試料の化学物質分析データ数（基本情報を得たデータ数）を測
定指標として設定した。（令和７年度から本調査を開始）

3

内分泌かく乱
作用に関し
て、文献等を
踏まえ評価対
象として選定
した物質数

132 H27年度 10 R7年度

化学物質対策に係る関係課室から一般環境中における残留状況を把握するために調査要望のあった化学物質のうち、PFASを含む優先度の
高いものを調査対象物質として毎年度選定することが、「化学物質環境実態調査のあり方について」により定められている。目標値は、過去の
実績値を勘案し、調査が着実に進められているとみなせる水準で設定した。

2
環境リスク初
期評価実施
物質数

- - 13 R7年度
環境中の化学物質による人の健康や生態系への影響に関してスクリーニングを行う環境リスク初期評価の実施状況の測定指標として、評価
実施物質数を設定した。目標値は、過去の実績及び情報の収集・検討状況を踏まえて設定した。

1

化学物質環
境実態調査を
行った物質・
媒体数

- - 80 R7年度

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標

①化学物質関係施策から要望される化学物質の一般環境中の残留状況について、施策の策定に活用されるように実態調査を行う。
②化学物質の環境リスク初期評価を優先度の高いものから順次実施し、環境を経由した化学物質による影響の未然防止を図る。
③化学物質の内分泌かく乱作用について調査研究を実施し、各化学物質が人の健康や生態系に及ぼす影響について明らかにし、リスク評価を実施することを目標とする。
④人の血液・尿・毛髪のモニタリングにより、日本人の体内中の化学物質の蓄積状況を継続的に把握し、環境リスク評価、化学物質管理のための基礎情報を得る。
⑤子どもの健康と環境に関する全国調査を実施し、次世代育成に係る健やかな環境の実現を図る。
⑥花粉飛散予測や健康影響の予防に資する情報を提供する。

政策体系上の
位置付け

７．化学物質対策の推進

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等

（環境省

施策名 環境リスクの評価 担当部局名

環境保健部
化学物質安全課
環境リスク評価室
企画課熱中症対策室

施策の概要 化学物質等による人の健康や生態系に対する環境リスクを体系的に評価する。 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期



17 18 23 24 - － －

17 18 23 - - － －

(1)

環境リスクの
評価事業
（昭和49年
度）

1, 2, 3, 4, 6
'004981

(5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

子どもの健康
と環境に関す
る全国調査
（エコチル調
査）
（平成22年
度）

5 4797 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3) － － － (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

【副次的効果が期待される目標】 

評
価
結
果

（各行政機関共通区分）

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

6
スギ雄花花芽
調査対象都
道府県数

17 令和４年度 23 R15年度

スギ雄花の花芽調査は林野庁と当省で共同して行っている。令和５年５月の「花粉症対策の全体像」（関係閣僚会議決定）において、「今後10
年を視野に入れた施策も含めて、花粉症という社会問題を解決するための道筋を示す」とされ、その中で、「花芽調査の強化」が示されてい
る。そのため、令和15年度を目標年度とし、沖縄県を除く46都道府県の半数（23県）の調査を当省が担当することとしている。なお、令和７年度
は、これまで、その植生を踏まえ、調査対象とされていなかった沖縄県について、今後、調査対象に含めるかどうかの検討を行うため、調査を
行う。


